
（令和４年度第６回） 

武蔵村山市個人情報保護審議会 
 

日 時：令和４年１０月１４日（金） 

午前１０時から 

場 所：市役所３０１会議室 

 

会 議 次 第 

 

１ 開  会 

 

２ 報告事項 

 ⑴ 個人情報を取り扱う業務の開始の届出に係る事項について 

 ⑵ 個人情報を取り扱う業務の変更の届出に係る事項について 

⑶ 保有個人情報の目的外利用の届出に係る事項について 

⑷ 保有個人情報の外部提供の届出に係る事項について 

⑸ その他 

 

３ 議  題 

 ⑴ 武蔵村山市個人情報保護審議会会長及び副会長の互選について 

 ⑵ 個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴う本市の個人情報保護制度の見直しについて 

 ⑶ その他 

 

４ 閉  会 
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報告事項⑴ 個人情報を取り扱う業務の開始の届出に係る事項について 

 

 このことについて、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 個人情報を取り扱う業務の開始の届出に係る事項…届出件数３件 

 

 

 

＜参考＞ 

   武蔵村山市個人情報保護条例 

（個人情報を取り扱う業務の届出） 

第６条 実施機関は、個人情報を取り扱う業務を開始しようとするときは、あらかじめ次に

掲げる事項を市長に届け出なければならない。届け出た事項を変更しようとするときも、

同様とする。 

⑴ 個人情報を取り扱う業務の名称 

⑵ 個人情報の利用目的 

⑶ 個人情報の記録項目 

⑷ 個人情報の記録の対象範囲 

⑸ 個人情報の管理責任者 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

２ 実施機関は、前項の規定による届出に係る個人情報を取り扱う業務を廃止したときは、

市長に届け出なければならない。 

３ 実施機関は、個人情報を利用したときは、その状況を市長に届け出なければならない。 

４ 市長は、前３項の規定による届出を受理したときは、当該届出に係る事項を速やかに審

議会に報告しなければならない。 

５ 市長は、第１項及び第２項の規定による届出を受理したときは、当該届出に係る事項を

公表するものとする。 
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報告事項⑵ 個人情報を取り扱う業務の変更の届出に係る事項について 

 

 このことについて、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 個人情報を取り扱う業務の変更の届出に係る事項…届出数２件 

 

 

 

＜参考＞ 

   武蔵村山市個人情報保護条例 

（個人情報を取り扱う業務の届出） 

第６条 実施機関は、個人情報を取り扱う業務を開始しようとするときは、あらかじめ次に

掲げる事項を市長に届け出なければならない。届け出た事項を変更しようとするときも、

同様とする。 

⑴ 個人情報を取り扱う業務の名称 

⑵ 個人情報の利用目的 

⑶ 個人情報の記録項目 

⑷ 個人情報の記録の対象範囲 

⑸ 個人情報の管理責任者 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

２ 実施機関は、前項の規定による届出に係る個人情報を取り扱う業務を廃止したときは、

市長に届け出なければならない。 

３ 実施機関は、個人情報を利用したときは、その状況を市長に届け出なければならない。 

４ 市長は、前３項の規定による届出を受理したときは、当該届出に係る事項を速やかに審

議会に報告しなければならない。 

５ 市長は、第１項及び第２項の規定による届出を受理したときは、当該届出に係る事項を

公表するものとする。 
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報告事項⑶ 保有個人情報の目的外利用の届出に係る事項について 

 

 このことについて、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 保有個人情報の目的外利用の届出に係る事項…届出件数１件 

 

 

 

＜参考＞ 

   武蔵村山市個人情報保護条例 

（利用及び提供の制限） 

第８条 実施機関は、保有個人情報（保有特定個人情報を除く。）の利用目的の範囲を超え

ての利用（以下「目的外利用」という。）をし、又は当該実施機関以外のものへの提供（

以下「外部提供」という。）をしてはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、目的外

利用又は外部提供（以下「目的外利用等」という。）をすることができる。 

⑴ 法令等に定めがあるとき。 

⑵ あらかじめ本人の同意を得ているとき。 

⑶ 出版、報道等により公知性が生じているとき。 

⑷ 人の生命、身体又は財産に対する重大な危険を避けるため、緊急かつやむを得ない理

由があるとき。 

⑸ 専ら学術研究又は統計の作成をする場合で、本人の権利利益を不当に侵害するおそれ

がないと認められるとき。 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、実施機関が審議会の意見を聴いて行政執行上必要がある

と認めるとき。 

３ 実施機関は、目的外利用等をしようとするときは、規則で定める場合を除き、速やかに

その旨を本人に通知しなければならない。ただし、前項第４号に該当するときは、目的外

利用等をした後、速やかにその旨を本人に通知しなければならない。 

４ 実施機関は、目的外利用等をしたときは、市長に届け出なければならない。 

５ 市長は、前項の規定による届出を受理したときは、速やかに当該届出に係る事項を審議

会に報告しなければならない。 

６ 実施機関は、外部提供をする場合は、外部提供を受けるものに対し、提供に係る個人情

報の使用目的若しくは使用方法の制限その他の必要な制限を課し、又はその適切な取扱い

について必要な措置を講ずることを求めなければならない。 
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報告事項⑷ 保有個人情報の外部提供の届出に係る事項について 

 

 このことについて、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 保有個人情報の外部提供の届出に係る事項…届出件数４１件、提供先２９０件 

 

 

 

＜参考＞ 

   武蔵村山市個人情報保護条例 

（利用及び提供の制限） 

第８条 実施機関は、保有個人情報（保有特定個人情報を除く。）の利用目的の範囲を超え

ての利用（以下「目的外利用」という。）をし、又は当該実施機関以外のものへの提供（

以下「外部提供」という。）をしてはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、目的外

利用又は外部提供（以下「目的外利用等」という。）をすることができる。 

⑴ 法令等に定めがあるとき。 

⑵ あらかじめ本人の同意を得ているとき。 

⑶ 出版、報道等により公知性が生じているとき。 

⑷ 人の生命、身体又は財産に対する重大な危険を避けるため、緊急かつやむを得ない理

由があるとき。 

⑸ 専ら学術研究又は統計の作成をする場合で、本人の権利利益を不当に侵害するおそれ

がないと認められるとき。 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、実施機関が審議会の意見を聴いて行政執行上必要がある

と認めるとき。 

３ 実施機関は、目的外利用等をしようとするときは、規則で定める場合を除き、速やかに

その旨を本人に通知しなければならない。ただし、前項第４号に該当するときは、目的外

利用等をした後、速やかにその旨を本人に通知しなければならない。 

４ 実施機関は、目的外利用等をしたときは、市長に届け出なければならない。 

５ 市長は、前項の規定による届出を受理したときは、速やかに当該届出に係る事項を審議

会に報告しなければならない。 

６ 実施機関は、外部提供をする場合は、外部提供を受けるものに対し、提供に係る個人情

報の使用目的若しくは使用方法の制限その他の必要な制限を課し、又はその適切な取扱い

について必要な措置を講ずることを求めなければならない。 
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報告事項⑸ その他 
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議  題⑴ 武蔵村山市個人情報保護審議会会長及び副会長の互選について 

 

 このことについて、下記のとおり協議します。 

 

記 

 

 

会 長                                  

 

副会長                                  

 

 

 

＜参考＞ 

   武蔵村山市個人情報保護審議会規則 

（会長及び副会長） 

第２条 審議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選により選任する。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

 

（会議及び議事） 

第３条 審議会の会議は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するとこ

ろによる。 
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議  題⑵ 個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴う本市の個人情報保護制度の見直

しについて 

 

 このことについて、下記のとおり意見を求めます。 

 

記 

 

 ア 審議内容 

  (ア) 武蔵村山市議会の個人情報保護制度において市長の設置する附属機関へ議長が諮問

することについて 

  (イ) パブリックコメントの結果について 

 

 イ 参考資料 

  ・ 資料２ 武蔵村山市議会の個人情報の保護に関する条例の制定に向けて（諮問理由

説明書） 

  ・ 資料３ 武蔵村山市議会の個人情報の保護に関する条例（案）の概要について 

 

＜参考＞ 

   武蔵村山市個人情報保護条例 

第２２条 この条例による個人情報保護制度の適正かつ円滑な運営を図るため、武蔵村山市

個人情報保護審議会を置く。 

２ 審議会は、実施機関の諮問に応じ、次に掲げる事項について審議する。 

 ⑴ この条例によりその権限に属する事項 

 ⑵ 個人情報保護制度の運営に関する重要事項 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、審議会に諮ることが適当と認められる事項 

３ 審議会は、個人情報保護制度の運営に関する重要事項について実施機関に意見を述べる

ことができる。 

４ 審議会は、次に掲げるところにより市長が委嘱する委員１０人をもって組織する。 

 ⑴ 学識経験者 ５人 

 ⑵ 市民 ５人 

５ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

６ 委員は、再任されることができる。 

７ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

８ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が規則で

定める。 
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議  題⑶ その他 

 

 

 

 


